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要旨 

本研究は、自治体による中小企業支援政策に焦点を当て、そのうち中小企業が新規事業に向かう支援政策の効果の測定についての実

証研究である。大阪市の「大阪トップランナー育成事業」に認定された中小企業へのパイロット調査から、第一に、中小企業の新規事

業の促進のためには、直接支援だけにとどまらず、間接支援も重要であることを明らかにする。第二に、市場志向と情報的資源の二軸

による支援政策の効果を捉える理論的枠組みを提案する。最後に、自治体による中小企業イノベーション促進政策の効果測定について

の因果関係の仮説を構築する。 

Abstract 

This study is an empirical study on the measurement of the effectiveness of support policies towards new business by small and medium enterprises, 

focusing on municipalities' support policies for SMEs. From the pilot survey for SMEs certified in the Osaka City “Osaka Top Runner Project,” firstly, 

this study clarifies that not only direct support, but also indirect support is important for promoting new business of SMEs. Secondly, we propose a 

theoretical framework to capture the effects of support policies by market orientation and informational resources on two axes. Finally, we construct 

one causal hypothesis about the measurement of the effectiveness of support policies to promote innovation at SMEs by local governments. 

 

１. はじめに 

本研究は、自治体による中小企業支援政策の中でも、

地域の中小企業が新規事業（イノベーション）に向か

う際の支援政策の効果を明らかにする。 

わが国の中小企業への公的な支援政策は補助金や税

制優遇措置などハード支援が中心であり、戦略的な経

営ノウハウの提供などのような知識資源の外部からの

支援は少ない（鹿住、2000）。また自治体による中小

企業の新事業支援政策は多いが、そのほとんどは、技

術開発に対する補助金にとどまる（名取、2017）。 

以上から、中小企業支援政策は技術開発に対する補

助金というハード（直接）支援が中心であり、自治体

独自の中小企業支援政策も少ないことがわかる。 

そうした中、これまでの中小企業支援政策とは一線

を画す支援策が大阪市に存在する。それが「大阪トッ

プランナー育成事業」（以下「TR事業」と略称）であ

り、本研究で対象とする大阪市経済戦略局が所管、実

施する、地域経済の成長への貢献を目的とした成長産

業分野の事業化を支援する政策である。 

TR事業の対象となるプロジェクトは、新規性がある

こと、売上拡大が期待できること、市場投入段階もし

くは市場開拓段階にあるものとされる。こうしたプロ

ジェクトの中から、大阪市が認定した事業プロジェク

トに対して、大阪市都市型産業振興センターの職員、

外部の専門家がコーディネーターとして伴走し、その

他の専門家とも連携していく。そして、それぞれの中

小企業の事業プロジェクトに応じたオーダーメイドの

細かな支援を継続し、中小企業の新事業創出や認定さ

れたプロジェクトの新規事業化を促進する。TR事業の

特色として、市場開拓、市場投入にまで踏み込んで中

小企業を支援していく点が挙げられる。TR事業の支援

内容は、次の通りである。事業プロジェクトの計画立

案や進捗管理、事業戦略の構築支援、資金調達支援、

知的財産支援、製品・サービスの開発促進支援、マー

ケティング・販路開拓支援、展示会の出展支援、海外

展開支援、実証実験実施支援などがある。TR事業は先

進的で意欲の高い企業を対象として、成長産業分野を

牽引する事業者に育成し、大阪の経済成長に寄与する

ことを目的としている。TR事業は、支援事業の発掘、

育成方法、事業者向けの教育プログラムが非常に充実

しており、近年の自治体による事業化支援政策におい

て本格的である（名取、2017）。 
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本研究では TR 事業を対象にし、認定企業に対する

パイロット調査1から、第一に中小企業のイノベーショ

ン（新規事業）促進に対する間接支援の重要性を明ら

かにする。第二に、イノベーション支援政策の効果を

捉えるため、「市場志向」と「情報的資源」という二

つの構成概念から成る分析フレームワークを提案する。

最後に、自治体のイノベーション促進政策と効果につ

いての因果関係の仮説を構築する。 

２. 先行研究 

日本の公的機関による中小・ベンチャー企業への外

部支援に関する研究は少ない。名取（2015）は、自治

体の中小企業政策に関する研究は少なくはないが、中

小企業支援政策に関する効果や課題について理論的に

解明したものは極めて乏しいと指摘する。他方、欧米

では公的機関による中小・ベンチャー企業に対する外

部支援については、例えば、行政が民間の人材を活用

して支援する英国の「Business Link」の研究や米国の

「SBIR（Small Business Innovation Research）」の

研究など多くの研究蓄積がある。 

国内の中小企業支援政策の効果について、石井

（2010）、岡室・西村（2012）などの研究がある。し

かし、これらの研究は、国による中小企業支援政策を

対象とし、自治体の中小企業支援政策を対象としてい

ない。自治体による中小企業支援政策の効果の研究と

して、名取（2015、2017）を挙げることができる。本

研究対象と同じ TR 事業のイノベーション促進支援の

効果について、Jensen et al.(2007)のイノベーション形

態の STIモードとDUIモードの分類2に従い検証を行

った。しかし、二つのモードを用いた測定では、必ず

しも効果をうまく抽出できなかったと指摘できる。そ

れゆえに、2 つのモードでは捉え切れない何らかの別

の要因があると仮定する必要がある。そこで本研究で

は、別の要因として市場志向の醸成、情報的資源の獲

得という効果が抜けていたのではないかと仮定した上

で、先行研究では捉え切れなかった効果を明らかにし

ていく。その上で、TR事業とその効果についての仮説

の構築を目指す。 

市場志向（Market Orientation）を大別すると、

                                                   
1 今回の調査以前に、TR事業に認定された製造系企業一社、サービ

ス系企業一社に対してパイロット調査を実施している。 

2 STI（Science Technology and Innovation）モードとは、科学と技

術を主体とする形式知化された知識を使って、社内開発するイノベー

ションであり、技術プッシュ論といえる。他方、DUI（Doing Using and  

Interacting）モードとは、顧客との協力や仕入先との交流などによる

問題解決型の経験や学習により得られる暗黙知的な知識を使ったイノ

ベーションであり、ニーズプル論といえる。 

Narver & Slater（1990）の組織の文化的視点からと

Kohli & Jaworski（1990）の行動的視点からの二つの

視点からの定義がある。本研究では、市場志向を「買

い手に継続的に優れた価値を創造するために必要な行

動を最も効果的・効率的に生み出し、その結果として

優れた事業成果をあげる組織文化である（Narver & 

Slater, 1990, p.21）」とする定義を採用する。Narver & 

Slater（1990）は市場志向を顧客志向、競合他社志向、

部門間調整の 3 つに分類した。顧客志向と競合他社志

向は、ターゲット市場における顧客と競合他社につい

ての情報を獲得する活動とそうした情報を組織全体に

普及させる活動を含む。部門間調整は、顧客と競合他

社の情報に基づき、ターゲットとなる顧客に優れた価

値を創造するため、企業の資源を組織的に活用する活

動である。 

情報的資源とは、経営資源の一つである。しかし、

ヒト・モノ・カネといった有形の経営資源とは異なり、

技術力、生産ノウハウ、顧客の信用、ブランドの知名

度、従業員のモラールの高さなど無形で目に見えない

資源を指す。伊丹（1984、2012）は、それらを「見え

ざる資産」と呼んだ。また、加護野＆伊丹（2003）は、

こうした情報的資源はその企業にとってのみ意味を持

つということから、企業特異性（firm-specific）を包含

すると捉えた。情報的資源の多くは、企業特異的であ

り、他の企業が自由に使えるものではない（合力、2005）。 

３. 研究内容及び研究方法 

分析対象とする事例は、TR事業が育成・支援してい

るムラテックシステム株式会社（以下、「ムラテック」

と略称）の新規事業（イノベーション）である。 

分析方法として、TR事業活用後の変化を観察し、実

施後の効果を明らかにする。市場志向は「顧客志向」「競

合他社志向」「部門間調整」の3項目から構成され、TR

事業活用の実施後におけるこれらの変化を測定する。

情報的資源は、「技術導入ルート」、「技術力」、「社内横

断的グループ」「広告のノウハウ」、「プロジェクト遂行

能力」、「事業計画策定能力」、「外部とのネットワーク

形成」、「社員のモチベーション」、「資金調達力」、「製

品・サービス開発」、「プロモーション機会」、「事業化

スピード」、「市場情報の獲得ルート」、「販路開拓」、「信

用力・知名度」の15項目から構成され、TR事業活用

の実施後における変化を測定し、効果を検証する。 

研究方法として、ムラテックへのインタビュー3及び

                                                   
3 2018年11月16日、2018年12月 7日、大阪市西区のムラテック

の応接室にて、各2時間行った。 
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同社への質問票調査を行う。その目的は、既述の二つ

のフレームワーク（市場志向及び情報的資源）に及ぼ

す TR 事業活用の効果を検証することにある。まず、

市場志向に関する質問項目4はNarver & Slater（1990）

による市場志向についての顧客志向、競合他社志向、

部門間調整の 3 項目の行動要素から成る測定尺度を用

いた5。情報的資源の質問項目6については、伊丹（1984、

2012）、加護野＆伊丹（2003）、加護野ほか（2003）

をもとに作成した。市場志向、情報的資源に対する質

問への回答はともに、五段階のリッカート尺度を用い

た選択肢から選んでもらう形式で、設問に応じて、適

宜、自由記述欄も設けた。 

４. 事例概要 

ムラテック（本社：大阪市、代表取締役社長：森秀

樹氏）は、1997 年 1 月設立、従業員は 5 名、資本金

4,000万円、売上1 億5,600万円（直近の決算期）。事

業内容は、OA 機器部門と新規事業部門がある。既存

の OA 機器部門では、ファクス・複合機・電話機器等

の販売と保守、新規事業部門では、IoT 無線・センサ

ーネットワークシステムの開発と販売である。（以上、

質問票調査及び会社概要より）。本研究で着目する事業

は、TR事業のプロジェクト認定を受けた新規事業部門

の「スマート見張り隊」事業である。 

TR事業による認定に伴う支援を受けた「スマート見

張り隊」とは、無線ネットワーク規格「Z-WAVE」7を

用いて、電気の「見える化」や家電の「自動化」に必

要なセンサーやスイッチを組み合わせて省エネ、ホー

ムセキュリティ、家族を見守るシステムを指す。例え

ば、外出先からスマートフォンで使用電気量を確認で

きるため、独り暮らしの高齢者が「夏場にエアコンを

使っていない」ことをリアルタイムで気づくことがで

きる。また電気機器のオン・オフの操作ができるため、

外出先で電気の消し忘れに対応できたり、帰宅前にエ

アコンを入れたりもできる。 

５. 事例分析と考察 

表１は、ムラテックの TR 事業活用後の変化を

                                                   
4 紙幅の関係上、質問文と選択肢の提示は省略する。 

5 市場志向の測定尺度の精緻化は進み、MARKOR(Kohli et al.,1993)

やMKTOR(Matsuno et al., 2000)が提案され、欧米のマーケティング

研究で広く普及した。多くの研究で、市場志向が高い組織は、業績も

高いことが支持されていった。 

6 注3に同じ。 
7「Z-WAVE」とは、ホームコントローラー用に生まれた欧州を中心に

世界中で普及が進む無線通信規格のこと。Z-WAVEアライアンスに参

画するメーカーは、現在、世界で700社を超え、「Z-WAVE」の認証

済み製品は、世界で約2,400アイテムが販売されている。 

示している。内容はムラテックへの質問票調査

と 2 回のインタビューの結果をまとめたもので

ある。 

表 1 TR 事業の活用後の変化（ムラテック） 
 
 
構成概念 

 
 

構成概念の内容 TR 事業活用後 

変
化
の
程
度 

変化の具体的内容 

市場志向 

【顧客志向】 
顧客に対するコミットメント 
顧客価値の創造 
顧客ニーズの理解 
顧客満足度を目標 
顧客満足度の測定 
購入後のアフターサービスの充実 
 
【競合他社志向】 
セールス・パーソンたちによる競合他
社の情報共有 
競合他社の行動への素早い対応 
トップマネージャーによる競合他社
の戦略についての議論 
競争優位構築のため機会をうかがう 
【部門間調整】 
部門を問わず顧客の要求にこたえる 
部門を問わない情報共有 
戦略について部門での統合 
すべての部門が顧客価値の向上 
他の部門とのさまざまな資源の共有 

 
ある程度増えた 
たいへんするようになった 
たいへん深まった     
かなりするようになった  
ある程度するようになった 
かなりするようになった  
 
 
かなりするようになった  
 
かなりするようになった  
かなりするようになった  
 
分からない 
 
ある程度するようになった 
ある程度するようになった 
少しだけするようになった 
ある程度努めるようになっ
た 
ある程度するようになった 

 

◎ 
◎ 
◎ 
 
◎ 
 
 
◎ 
 
◎ 
◎ 

 
 
ニーズの掘り起こ
し、用途開発を推進 
 
 
修理以外の販売後
の再訪問 
 
社長含めた全社員
による毎週 1 回開
催の勉強会を通じ
た業界・技術情報の
共有 

情報的資源 

技術導入ルート 
技術力 
社内横断的グループ 
広告のノウハウ 
 
 
プロジェクト遂行能力 
事業計画策定能力 
 
 
外部ネットワーク 
 
社員のモチベーション 
資金調達力 
製品・サービス開発 
プロモーション機会 
 
事業化スピード 
市場情報の獲得ルート 
販路開拓 
信用力や知名度 

ある程度広がった 
ある程度向上した 
変化なし 
たいへん向上した     
 
 
ある程度高まった 
たいへん高まった     
 
 
たいへん増えた      
 
ある程度高まった 
分からない 
分からない 
たいへん増えた      
 
ある程度早まった 
ある程度広がった 
たいへん広がった     
ある程度高まった     

 

 
◎ 
 
 
 
◎ 
 
 
◎ 
 
 
 
 
◎ 
 
 
 
◎ 
〇 

 
 
 
プレスリリースの
本質の理解、新聞社
による取り上げ 
 
リーンキャンバス
手法による事業計
画の整理 
展示会・セミナーを
通じた人脈形成 
 
 
 
外部ネットワーク
活用による増大 
 
 
商談件数の増加 
多様な顧客層、自治
体、経済産業局から
の信頼 

  

５．１ 事例分析結果  

市場志向では特に顧客志向、競合他社志向で TR 認

定後にはっきりと変化が確認できる。情報的資源につ

いても、TR認定後にはっきりした変化を確認できる。 

５．２ 考察 

本研究では、既述したように市場志向を組織文化で

あるとする定義（Narver and Slater、1990）を採用し

ている。質問票調査では、TR事業認定前後での市場志

向の中の顧客志向と競合他社志向に大きな変化が確認

できた。こうした組織文化が醸成された組織に、いか

なる情報的資源が提供されるとイノベーションが促進

されるのかを以下で考察する。 

情報的資源については、全体として多くの項目でTR

認定に伴う支援後の変化が確認できた。具体的には、

インタビューから明らかになった TR 事業においてム

ラテックが期待する支援内容では、地域における外部

ネットワーク、販路開拓、信用力・知名度という情報

的資源の獲得が確認された。以上までの事例分析から、

TR事業の効果は、次のように整理できよう。 

第一に、TR事業により市場志向という組織文化が醸

成されることで、事業の起点として顧客ニーズの理解

を重視する姿勢になった。「こんなものがあったら欲し

いという顧客ニーズを掘り起こし、用途開発する」と

いう論理の下、競合他社では実現できないどこの家電
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メーカーのものでも制御可能な遠隔自動制御プラット

ホームという差別化を自社戦略として応用、展開した。 

第二に、TR事業の支援では、認定企業に対して、コ

ーディネーターから顧客になりうる企業の紹介をはじ

め、大阪市が TR 事業に関係する展示会などの多くの

場を提供し、大阪府の支援担当者、代理店販売の可能

性のある会社、共同開発のパートナー、マッチング場

を提供する金融機関、ベンチャー支援機関などとの関

係性を構築し、商談、引合いへとつなげている。ここ

に、拡大した外部ネットワークを活用して、プロモー

ション機会の更なる創出を図り、人脈を独自に使いこ

なして新たな販路開拓へと応用した。 

第三に、TR事業は、中小企業が持つことが困難な信

用力・知名度という情報的資源の補完を促進した。こ

れにより、国内における市場開拓の促進という効果が

もたらされた。 

６. まとめ 

市場志向及び情報的資源の分析フレームワー

クを用いて、TR 事業の効果の検証を試みた。そ

の結果、TR 事業は、市場志向の要素の中でも特

に顧客志向と競合他社志向的な組織へと変化を

促し、組織文化として定着させた。加えて、専

門家による情報的資源の提供、本事例に従えば

特に、外部ネットワーク及びプロモーション機

会の提供、事業計画策定能力の促進、信用力・

知名度の補完などにより、地域中小企業に対し

て、販路拡大の実現という効果が見出された。

質問票調査では最終的成果もきいた。認定事業

の売上、成功の見通し、黒字化、プロジェクト

継続性の 4項目でいずれも「ある程度高まった」、

また引合い・問い合わせは「たいへん増えた」

との回答を得た。ゆえに、最終成果に関してい

ずれもプラスの効果があったといえる。 

以上の検証結果から、大阪市の TR事業は、地

域中小企業のイノベーション促進政策として一

定の効果をもたらしていると結論づけられよう。 

本研究の理論的貢献として二つの新規性があ

る。第一に、Jensen et al.(2007)によるイノベー

ション形態の STIモードと DUIモードを用いた

名取（2015、2017）の分析では捉えられなかっ

た市場志向の醸成と企業特異性を有する情報的

資源の獲得というこれまで見えなかった効果を

明らかにしたことである。第二に、中小企業へ

の支援に関する理論的フレームワークを提示し

たことである。自治体による中小企業のイノベ

ーション促進政策に関する理論的フレームワー

クとして、イノベーション促進政策が原因とな

り、市場志向の醸成及び情報的資源の獲得とい

う中間成果を生み、その上で引合い・問い合わ

せや事業の継続性などの最終成果に繋がるとい

う因果関係の仮説を導き出した。 

実務的貢献として、中小企業のイノベーショ

ン促進には、市場志向の醸成と企業特異性をも

つ情報的資源の提供という公的機関による間接

支援の重要性を示した。 
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